
Ｒ４　周南市

都 道 府 コード番号 　　 市 町 村 類 型 Ⅲ－2

ふりがな 種地

県　　名 市町村名 Ｉ－4

人口集中

地区人口

国  Ｒ2年 137,540 人 k㎡ 人 85,975人  区　分 第１次 第２次 第３次

 Ｈ27年 144,842 人 88,865人 就 2年

調  増加率 △5.0 ％ 656.29 210 91,253人 業 国調

住基  R5.1.1 138,104 人 27年

台帳  R4.1.1 139,488 人 (R4.10.1) 口 国調

　 区　　　　分 令和3年度 令和4年度 指 数 等 　指定団体等の指定状況

1 歳入総額  A 77,407,144 78,461,344  基準財政需要額 29,920,549 

2 歳出総額  B 73,341,819 74,670,369  基準財政収入額 22,889,129 

3 歳入歳出差引額(A-B)  C 4,065,325 3,790,975  標準税収入額等 29,344,804 　一部事務組合加入状況

4 翌年度繰越財源  D 139,855 381,867  標準財政規模 37,201,203 

5 実質収支      (C-D)  E 3,925,470 3,409,108 0.765(0.765)

6 単年度収支  F 2,128,773 △516,362  実質収支比率 9.2% 

7 積立金  G 3,909,493 3,376,732  公債費負担比率 14.5% 

8 繰上償還金  H 0 0  積立金現在高 19,822,623 実質赤字比率 -

9 積立金取崩し額  I 1,942,018 1,914,425  地方債現在高 79,287,530 
連 結 実 質
赤 字 比 率 -

10 実質単年度収支  J  収益事業収入額 3,800,000 
実 質 公 債
費 比 率 9.0

 (F+G+H-I) 4,096,248 945,945  債務負担行為額 29,699,243 将来負担比率 66.3

法 普通会計か

　　事　業　名 適 らの繰入金 職員数 　　特　　別　　職　　等

 水道事業 有 390,608 497,650 59 人 改定実施 平均給料(報

公  病院事業 有 148,378 445,931 2 人 職    区分　（定数） 年 月 日 酬)月額(百円)

営  介護老人保健事業 有 △1,398 44,231 1 人 員  市長    　　　(１人) H27.4.1 9,700 

事  徳山モーターボート競走事業 有 23,018,870 0 19 人 の  副市長　 　　(１人) H27.4.1 7,900 

業  地方卸売市場事業 無 0 58,635 4 人 状  教育長　 　　(１人) H27.4.1 6,900 

の  下水道事業 有 117,498 1,502,004 46 人 況  議会議長　　(１人) H15.4.21 5,450 

状  農業集落排水事業 有 0 217,768 2 人 H15.4.21 4,750 

況  漁業集落排水事業 有 0 21,624 0 人 H16.4.1 4,450 

 駐車場事業 無 75,480 0 0 人 

 国民健康保険事業（事業勘定） 無 224,933 1,042,262 27 人 　　一　 般 　職 　員 　等

 国民健康保険事業（直診勘定） 無 0 49,600 3 人 1人あたり平均

 後期高齢者医療事業 無 91,703 560,752 6 人 給料月額（百円）

 介護保険事業（保険事業勘定） 無 374,593 1,934,061 13 人 1,166 人 3,232 

 介護保険事業(介護サービス事業勘定) 無 0 115 5 人 　 うち消防職員 202 人 3,180 

 宅地造成事業（決算統計区分） 無 0 0 0 人    うち技能労務職員 15 人 3,666 

 教育公務員 22 人 3,003 

 合  計 1,188 人 3,228 

 財政調整基金 6,261,950 　物件等購入 10,355,781 土地開発基金

   積立金  減債基金 1,600,293 　保証・補償 250,000  現　在　高 0 

   現在高  特定目的基金 　その他 19,093,462 特定資金公共

 (14基金設置) 11,960,380 　実質的なもの 0 事業債現在高 0

注） ・基準財政需要額及び基準財政収入額は、錯誤前の額である。

・公営事業の状況は、一部事務組合、広域連合及び企業団に係るものを除く。

・職員数は地方公務員給与実態調査(R5.4.1現在)による。

・構成比は四捨五入によっているので、端数において計は合致しないものがある。

債務負担

行為額・

支出予定

 一般職員

収支額
（純損益又は
実質収支）

 議会議員    (２８人)

 災害基金 ・ 自治会館管理

 老人福祉施設・生活保護施設

 ごみ処理 ・ し尿処理

 火葬場 ・ 常備消防

 後期高齢者医療 ・ 交通災害

1,556人 

 

    職員数
 
　 区分

　財政力指数(単年)
　※一本算定数値

 議会副議長  (１人)

区　　　分

  地方拠点都市地域
　過疎 ・ 辺地 ・ 山振
　離島 ・ 農振

4年度交付税

種　地　区　分

39,431人 

2,043人 20,002人 42,243人 

19,391人 

令和4年度

決算状況

　　人　　　口 面　積 人口密度

352152

山 口 県

周　南　市

しゅうなんし

　　産　　業　　構　　造

　　　市　町　村　名 　　　　　周　　南　　市 類　型 ＊＊単位を指定したもの以外は、千円で表示＊＊

歳 入  性　　　質　　　別　　　歳　　　出

　 　　区　　　　分 決 算 額 構成比(％) 経常一般財源 構成比(％) 経 常 一

 地方税 27,388,860 34.9 26,304,966 68.2 　区　　　　分 決 算 額 構成比(％) 税　　等 般 財 源

 地方譲与税 685,597 0.9 685,597 1.8  人　件　費 11,135,891 14.9 10,189,937 10,058,108 26.1 

 利子割交付金 14,811 14,811  うち職員給 7,045,825 9.4 6,633,311 - -

 配当割交付金 107,100 0.1 107,100 0.3  扶　助　費 12,853,275 17.2 3,071,314 3,038,453 7.9 

 株式等譲渡所得割交付金 79,304 0.1 79,304 0.2  公　債　費 8,090,934 10.8 7,814,767 7,814,767 20.3 

 分離課税所得割交付金 内  元利償還金 8,090,934 10.8 7,814,767 7,814,767 20.3 

3,428,389 4.4 3,428,389 8.9 訳  一時借入金利子

 ゴルフ場利用税交付金 48,065 0.1 48,065 0.1 （義務的経費計） 32,080,100 43.0 21,076,018 20,911,328 54.2 

 特別地方消費税交付金  物　件　費 10,014,352 13.4 7,081,514 6,372,753 16.5 

 軽油取引税・自動車取得税交付金  維持補修費 484,048 0.6 408,022 387,676 1.0 

 自動車環境性能割交付金 52,905 0.1 52,905 0.1  補助費等 8,427,195 11.3 7,477,064 4,505,361 11.7 

 法人事業税交付金 504,480 0.6 504,480 1.3 1,528,648 2.0 1,435,045 1,428,053 3.7 

 地方特例交付金 162,642 0.2 162,642 0.4  繰　出　金 5,395,460 7.2 4,271,865 4,168,546 10.8 

 地方交付税 7,970,312 10.2 7,031,420 18.2  積　立　金 8,088,841 10.8 7,949,100 

 　　普通 7,031,420 9.0 7,031,420 18.2  投資及び出資金・貸付金 1,762,948 2.4 697,239 

 　　特別 938,892 1.2  前年度繰上充用金  経常一般財源計

 　　震災復興特別  投資的経費 8,417,425 11.3 1,312,225 

　　 （ 小  計 ） 40,442,465 51.5 38,419,679 99.6 うち人件費 391,624 0.5 385,924 

16,807 16,807  普通建設事業費 8,051,807 10.8 1,073,678  経常収支比率

 分担金・負担金 236,402 0.3  補助事業費 4,521,652 6.1 138,716    94.3％

 使用料 926,677 1.2 56,545 0.1  単独事業費 3,061,303 4.1 914,275 

 手数料 137,260 0.2  そ  の  他 468,852 0.6 20,687 

 国庫支出金 13,170,824 16.8  災害復旧事業費 365,618 0.5 238,547    92.3％

 失業対策事業費  税等総額

 都道府県支出金 4,247,215 5.4  歳　出　合　計 74,670,369 100.0 50,273,047 

 財産収入 332,020 0.4 55,181 0.1 

 寄附金 110,871 0.1 

 繰入金 3,900,596 5.0 

 繰越金 4,065,325 5.2 

 諸収入 6,532,782 8.3 8,021 

 地方債 4,342,100 5.5 

うち臨時財政対策債 824,000 1.0 

　　　歳　入　合　計 78,461,344 100.0 38,556,233 100.0 

市　　　　　町　　　　　村　　　　　税  　目　　　　的　　　　別　　　　歳　　　　出

決 算 額 構成比(％) 増減率(％) 基準*100/75
Ｋのうち普通 Ｋの充当

 個人均等割 245,588 0.9 △0.3 決算額Ｋ 構成比(％) 建設事業費 一般財源等

 市町村  所得割 7,635,981 27.9 △0.9 372,116 0.5 370,915 

 民　税  法人均等割 497,370 1.8 0.5 14,125,130 18.9 355,270 12,857,090 

 法人税割 3,547,016 13.0 34.4 22,086,794 29.6 568,348 10,530,590 

 固定資産税 12,887,172 47.0 1.8 12,715,057 6,767,236 9.1 33,746 5,423,189 

12,786,302 46.7 1.8 79,075 0.1 5,638 65,881 

 軽自動車税 446,308 1.6 4.3 419,305 1,551,861 2.1 559,154 1,006,765 

 市町村たばこ税 1,041,834 3.8 3.4 1,025,912 2,774,440 3.7 45,040 1,595,855 

 鉱　産　税 7,533,584 10.1 4,233,180 3,406,215 

 特別土地保有税 3,083,707 4.1 762,362 2,284,103 

 　小　　　　計 26,301,269 96.0 4.5 24,748,056 7,839,874 10.5 1,489,069 4,679,130 

 法定外普通税 365,618 0.5 238,547 

 旧法による税 8,090,934 10.8 7,814,767 

 目　的　税 1,087,591 4.0 0.6 

 入湯税 3,697 224.3 

内  事業所税

訳  都市計画税 1,083,894 4.0 0.3 

 水利地益税等

 　合　　　　計 27,388,860 100.0 4.3 24,748,056 　　　合　　　　計 74,670,369 100.0 8,051,807 50,273,047 

適　　用　　税　　率　　の　　状　　況 徴 　　　 区　　　分 現年課税分 滞納繰越分 合　　計

均等割 3,500円 50,000円 1.4% 収  　市　町　村　民　税 99.4% 22.4% 97.7% 

個人分 標準税率 3,000,000円 0.2% 率  　純 固 定 資 産 税 99.6% 12.5% 97.8% 

 民　税 適　　用 法人税割 8.4% (％)      市  税　合　計 99.5% 17.5% 97.8% 

 国有提供施設等助成交付金

うち減収補てん債特例分

 経常経費充当一般財源計

54,064,022千円

内
　
　
訳

38,556,233千円

  注）普通建設事業費の「その他」は、国直轄事業負担金及び県営事業負担金の合計である。

 交通安全特別対策交付金

 地方消費税交付金

農 林 水 産 業 費

1,013,311 

1,013,311 

特 別 区 調 整 納 付 金

Ⅲ－2

消 防 費

教 育 費

衛 生 費

労 働 費

36,345,664千円

議 会 費

総 務 費

民 生 費

減収補てん債及び臨時財
政対策債を経常一般財
源に加えた経常収支比率

 超過課税分
　　　区　　　　分

1,013,311 
2,390,273 

前 年 度 繰 上 充 用 金

8,197,509 

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

商 工 費

土 木 費

　 　　区　　　　分

法人分
所得割

 市町村

うち純固定資産税

経常収支比
率（％）

除く臨財債・減収
補てん債

一部事務組合負担金

純固定資産税

 都市計画税
均等割

H22

H27

R2


